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株式会社竹中工務店(取締役社長：佐々木 正人)、中央日本土地建物株式会社(代表取締役社長：

三宅 潔)、野村不動産株式会社(代表取締役社長：松尾 大作)、飯野海運株式会社(代表取締役社長：

當舍 裕己)は、現地事業者の「Urban Renaissance Group」ならびに「Security Properties」とともに、オレ

ゴン州ポートランド市において、再開発事業「Press Block プロジェクト」に取り組むこととなりましたので、お知らせ

いたします。本プロジェクトはエリア最大規模の再開発事業となります。 

 

ポートランド市はアメリカ西海岸北部に位置するオレゴン州最大の都市です。同都市はコンパクトシティの代表的

事例として知られ、住みやすい街として毎年人口の流入が続いています。近年は半導体などのハイテク企業のプレ

ゼンスが高まり、世界的な大手企業の本社が数多く集積しています。 

 

この度、参画する「Press Block プロジェクト」は、ポートランド市の中心業務地区から西に約 1km、ライトレー

ル(以下、LRT)の「プロビデンスパーク」駅から徒歩 1 分の交通利便に優れたエリアに位置する、地上 24 階/地下

5 階建て、総戸数 341 戸の賃貸住宅棟と地上 4 階/地下 4 階建ての商業・オフィス棟からなる複合開発です。

また、同物件は米国グリーンビルディング協議会(USGBC)の環境性能に関する評価制度「LEED」

（Leadership and Energy in Environmental Design）認証を取得予定です。 

  

アメリカ合衆国 オレゴン州 ポートランド市における 

再開発事業「Press Block プロジェクト」へ参画 



1.ポートランド市について 

本プロジェクトを推進するポートランド市は、オレゴン州最大の都市です。古くは林業や、農業が盛んであり、近

年は半導体などのハイテク企業のプレゼンスが高まっています。1970 年代後半から行政主導の街づくりが進められ、

「都市成長境界線」を設定し、開発はその内部に限定するという都市政策により「コンパクトシティ」の先駆けとなっ

た都市として知られています。また、歩行者中心の街づくりでも世界的に知られ、歩行者、自転車専用道路や公

園が整備されています。人に優しい街として、常に「米国で最も住みたい街」の上位にランキングされ、毎年人口・

企業の流入が続いている都市です。 

 

本プロジェクト周辺には、州内屈指の名門公立高校である「リンカーンハイスクール」や約 2.5 万人収容のサッカ

ースタジアム、西側のヒルトップには高級住宅街が広がります。また交通利便性も高く、空港・中心業務地区・郊

外ビジネス地区にもアクセスが可能なエリアです。 

 

２.事業概要 

所在地 アメリカ合衆国オレゴン州ポートランド市 1621 SW Taylor Street  

交通 LRT「プロビデンスパーク」駅 徒歩1分  

竣工時期 2025年8月(予定) 

<賃貸住宅棟> 

規模 地上24階、地下5階建て 

専有面積 約 25,701 ㎡ 

総戸数（予定） 341 戸 

<商業・オフィス棟> 

規模 地上 4 階、地下 4 階建て 

専有面積 商業）約 1,113 ㎡ オフィス）約 1,840 ㎡ 

 

＜広域図＞ 

                                                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜本事業の飯野海運にとっての取組み意義＞ 

飯野海運は、中計経営計画の重点強化策に『グローバル事業の更なる推進』を掲げ、海運業のみならず不動

産業においても海外事業を開始しております。本事業は当社にとって、2020 年に取得した英国ロンドンのオフィス

ビルに続いて 2 件目の海外不動産案件となります。 

 

本事業により米国西海岸での不動産業の知見の獲得に加え、米国を拠点とするディベロッパー、ゼネコン、設計

事務所との関係を構築してまいります。国内における長年のオフィスビル運営のノウハウに加え、本事業により得られ

た海外不動産に関する知見を活かし、今後も継続して国内外の優良な不動産への投資を行うことで不動産事業

の収益力の安定性強化や事業の多角化を行い、更なる企業価値の向上を目指してまいります。 

 

本件に関する問い合わせ先  

不動産開発企画部 TEL：03-6273-3190 

問合せフォーム：https://www.iino.co.jp/kaiun/contact/form.php 

 

以上 

 


